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電子納付用入力シートの記載例

ペイジー（Pay-easy）での納付

「金額参照方式」の場合（第２期目以降）

⁃⁃払込金額	
あらかじめ納付金額が印字されています。

⁃⁃納付番号� ⁃
納付番号は事業所毎
に異なります。機構か
ら送付された電子納
付入力シートに記載
された13ケタの番号
を入力してください。

⁃⁃収納機関番号� ⁃
環境再生保全機構
の汚染負荷量賦課
金専用の番号で固
定番号です。必ず
この番号を入力し
てください。

⁃⁃払込金額	
あらかじめ納付金額が印字されています。

⁃⁃納付番号� ⁃
納付番号は事業所毎
に異なります。機構か
ら送付された電子納
付入力シートに記載
された13ケタの番号
を入力してください。

⁃⁃収納機関番号� ⁃
環境再生保全機構
の汚染負荷量賦課
金専用の番号で固
定番号です。必ず
この番号を入力し
てください。

� � � � � � � � � � � � � �
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「金額参照方式」の場合（第２期目以降）

	ペイジー（Pay-easy）納付手順
インターネットバンキングの利用については金融機関との手続きが必要になります。
⁃ 金融機関のインターネットバンキングからペイジー（Pay-easy）で納付することができます。操作画面・操作方法は、

各金融機関ごとに異なりますが、操作の基本的な流れは同じです。

1	ご契約の金融機関のホームページからインターネットバンキング画面を開き、ログインする。
2	取引メニューの中から、「ペイジー料金払込」または「各種料金払込」のメニューを選択する。⁃「収納機関番号」を入力する画面が表示されます。

3	環境再生保全機構の収納機関番号【48003】を入力して、	次へ	をクリックする。
⁃「収納番号」、「確認番号」、「納付区分」を入力する画面が表示

されます。

4	「納付番号」、「確認番号」、「納付区分」について、電子納付用入力シート（50	ページ）に印字してある
それぞれの番号を入力して、	次へ	をクリックする。
⁃ 電子納付を行う申告の内容が表示されます。
⁃ 毎年、納付番号は変わります。過年度の納付番号を使用する

ことはできません。

5	電子納付を行う申告の内容を確認し、間違いがなければ、	払込	をクリックする。

⁃
ペ
イ
ジ
ー（Pay-easy

）で
の
納
付

010100

0330901210230

0330901210230

980,900円

納　

付
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誤りの多い事例
オンライン申告

事例 ここをご確認ください

送信をしていない。 必ず送信記録で送信の確認をしてください。

算定様式ファイルの送信を忘れた。 速やかに機構までご連絡ください。機構の指示にしたがって、再度申告書
Excel雛型ファイルと算定様式Excel雛型ファイルを送信してください。
送信する時は、申告書と算定様式のファイルの数をよく確認してください。

内容に誤りがある申告用Excel雛型
ファイルをアップロードした。

アップロードする前に、必ず入力内容に誤りがないかを確認してください。
⁃⁃ 作成したExcel雛型ファイルにある 入力チェック をクリックすると、入力
内容に誤りがないかをチェックできます。詳しくは、別冊の「作成マニュ
アル」をご覧ください。

電子申告等を行う者が変更となった。 「電子申告等を行う者」に変更があっても、「電子申告等届出書」を再度提出
して頂く必要はありません。①新たにオンライン申告をはじめる場合、②合
併等で法人格が変わる場合に「電子申告等届出書」を提出してください。

FD・CD申告

事例 ここをご確認ください

メディアに申告書または算定様式が⁃
保存されていない。

提出の際は必ずファイルの種類およびファイルの数を確認してください。

FD・CD申告であるにもかかわらず、
申告ファイルを保存したメディアが
提出されていない。

FD・CD申告では、申告書と申告用Excel雛型ファイルを保存したメディアの
提出が必要です。

用紙申告用の複写式の様式と、FD・
CD申告用のExcel雛型ファイルを混
在して申告している。

どちらか一方の申告方式を選択して提出してください。

前年度の申告書または算定様式を使
用している。

Excel雛型ファイルは、毎年度更新しています。
必ず当年度にダウンロードしたExcel雛型ファイルを使用してください。

加重平均一覧表から算定様式への⁃
数値の転記誤りがある。

転記は十分にご注意して行ってください。

その他、内容に誤りがある申告用
Excel雛型ファイルをメディアに保存
した。

メディアに保存する前に、必ず入力内容に誤りがないかを確認してください。
⁃⁃ 作成したExcel雛型ファイルにある 入力チェック をクリックすると、入力
内容に誤りがないかをチェックできます。詳しくは、別冊の「作成マニュ
アル」をご覧ください。

用紙申告

事例 ここをご確認ください

計算誤り、端数処理誤りがある。 用紙申告においては、雛型ファイルのような自動計算機能や端数処理機能等の
チェック機能がないので、再確認するなど誤りがないように注意してください。

転記誤り、記入漏れがある。 算定様式から申告書への転記誤りに注意してください。
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オンライン申告

内　容 回　答
送信できない。 次のような原因が考えられます。

⁃⁃ 申告書または算定様式の賦課金番号に誤りがある。
⁃⁃ Excel雛型ファイルの名称を変更している。
⁃⁃ Excel雛型ファイルの「入力チェック」で、入力が完了していない。

⁃⁃算定様式の送信を忘れた。
⁃⁃送信した内容に誤りがあった。

補償業務部業務課へご連絡ください。
機構の指示にしたがって、再度申告用Excel雛型ファイルと算定様式Excel
雛型ファイルを送信してください。

FD・CD申告

内　容 回　答
用紙申告用の申告書（複写式）と、
Excel雛型ファイルの算定様式を⁃
併用できるか？

用紙申告用の申告書（複写式）と、Excel雛型ファイルの算定様式の併用は	
できません。

オンライン申告一般事項

内　容 回　答
「電子申告等届出書」に有効期限は⁃
あるか？

⁃⁃ 有効期限はありません。認証用ファイルは、継続して使用していただきま
すので大切に保管してください。
⁃⁃「電子申告等届出書」は、「代理人選任･解任届出書」を兼ねないこととな
りましたので、代理人が変わっても「電子申告等届出書」の提出は不要で
す。

オンライン申告を代理人で行って⁃
いる事業者で、代理人が変更になる
場合に必要な手続きは？

⁃⁃ 代理人を選任せずに、代表者名により申告いただくことを推奨していま
す。
⁃⁃ 賦課金特設サイト（7ページ）の各種届出書フォームから「代理人選任･解
任届出書」を提出してください。

オンラインで提出できる届出書の⁃
種類が知りたい。

⁃⁃ 賦課金特設サイト（https://www.erca.go.jp/fukakin/tokusetsu/）の各種届
出書フォームより、「代理人選任･解任届出書」、「電子申告等届出書」、「識
別コード送付先変更連絡票」、「名称等変更届出書」のすべての届出書の提
出ができます。
⁃⁃ オンライン申告システムからは「名称等変更届出書」を（「名称等変更届
出書」メニューから識別コード送付先の変更も可能です）、賦課金特設サ
イト（7ページ）からはすべての届出書が提出できます。

認証情報を取得後、用紙申告または
FD・CD申告に変更できるか？

⁃⁃ 認証情報を取得後であっても、用紙申告、FD・CD申告に変更できます。
⁃⁃ その際の申告書などの提出先は、管轄の商工会議所になりますので、二重
申告にならないようにご注意ください。

オンライン申告を行う事業者で、⁃
代表者が変更になった場合に必要な
手続きは？

⁃⁃ 代表者に変更があっても、「電子申告等届出書」を再度提出していただく
必要はありません。なお、お手元の認証用ファイル（K2Hファイル）はそ
のままご使用ください。

納付義務者の名称が変更になる場合に
必要な手続きは？

⁃⁃「名称等変更届出書」を提出してください。
⁃⁃ オンライン申告システムにログインして「名称等変更届出書」メニューか
ら提出する（34～37ページ）か、賦課金特設サイト（7ページ）の各種届出
書フォームから提出できます。
⁃⁃ 同時に、合併等で法人格が変更になる場合は、「電子申告等届出書」も併
せて再提出してください。

⁃⁃
Ｆ
Ａ
Ｑ

⁃⁃
誤
り
の
多
い
事
例

FAQ

困
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FAQ

オンライン申告システムへのログイン

内　容 回　答

⁃⁃オンライン申告システムにログイン
できない。
⁃⁃オンライン申告システムの画面が
表示できない。

次のような原因が考えられます。
⁃⁃ アドレスの入力誤り。
⁃⁃ オンライン申告システムの、https://のs（エス）の入力もれ。
⁃⁃ 通信プロトコルがSSLに設定されている。

→→ 下記手順で設定を変更してください。
	 ①	� コントロールパネル ▶ ネットワークとインターネット	

▶ インターネットオプション ▶ 詳細設定 をクリックする。
	 ②	�「SSL 3.0 を使用する」のチェックを外す。
	 　※もし「SSL 2.0 を使用する」の項目がある場合は一緒にチェックを外す。
	 ③	�「TLS 1.0 を使用する」「TLS 1.1 の使用」「TLS 1.2 の使用」の全てにチェックを

入れる。
	 　※�もし「TLS 1.3 を使用する（試験段階）」の項目がある場合、該当項目には

チェックを入れない。
	 ④	� OK をクリックする。

⁃⁃ 前年度のパスワードを使用していた。
⁃⁃ ログイン後、ログアウト操作をせずにウィンドウを閉じてしまった。	
→�ブラウザのインターネット一時ファイルおよびCookieの削除を行ってくだ

さい。（58 ページ）または、ブラウザソフトを一旦全て閉じ、再度起動して
からログインを行うことで新しいセッションで接続ができるようになります。

変更したパスワードを忘れた。 機構の補償業務部業務課へご連絡ください。
変更したパスワードを初期化しますので、再度、仮パスワードでログインし
ていただき新パスワードを設定してください。

認証用ファイル（K2Hファイル）を紛
失した。

速やかに機構の補償業務部業務課までご連絡ください。
認証用ファイル（K2Hファイル）を再発行いたします。

   Excel雛型ファイルについて

内　容 回　答
⁃⁃ホームページにアクセスできない。
⁃⁃ダウンロードできない。

⁃⁃メッセージが出る場合：
	 �ブラウザソフトのセキュリティオプションの設定か、事業所のサーバや

ネットワークのセキュリティ上の問題である可能性があります。
→→ システム管理者に相談してください。

⁃⁃回線が混雑していると思われる場合：
	 �時間帯を変えて、再度接続を試みてください。

ダウンロードしたExcel雛型ファイ
ルを解凍できない・開かない。

⁃⁃ ダウンロード中にファイルが破損した可能性があります。
→→ 再度、Excel雛型ファイルをダウンロードしてみてください。

⁃⁃ パソコンに解凍ソフトがインストールされていない可能性があります。
→→ Windows標準機能でファイルを解凍してください。（24 、25 ページ）
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⁃⁃
Ｆ
Ａ
Ｑ

内　容 回　答
⁃⁃ Excel雛型ファイルが開かない。⁃
（開こうとすると強制終了する。）

⁃⁃  入力チェック   印刷   様式の追加 など⁃
をクリックすると、Excelが強制⁃
終了する。（メッセージが表示され
る場合もあります）

⁃⁃「プロジェクトまたはライブラリが
見つかりません」などのエラーメッ
セージが出現し、マクロが機能しな
くなった。

⁃⁃作業中にフリーズする。

⁃⁃ Excelが、Dynamic Data Exchange（DDE）を無視するように設定されている。
→→ 下記手順で設定を変更してください。

	 ①	�Excelで、 ファイル ▶ オプション ▶ 詳細設定 をクリックする。
	 ②	�「全般」の「Dynamic Data Exchange(DDE)を使用するほかのアプリケーション

を無視する」にチェックが入っている場合はチェックを外す。
	 ③	� OK をクリックする。

⁃⁃ 事業所内でのセキュリティの問題から、マクロファイルを使用できない
環境で無理に使用した場合、強制終了されることがあります。
⁃⁃ ネットワークの環境や、PCとプリンターの接続などシステム環境により、
印刷ができない、強制終了されるなどのケースがまれに発生します。

→→ 事業所のシステム管理者にご相談ください。

⁃⁃ Excel雛型ファイルは、ブックやシートに保護をかけられています。	
入力できないセルの操作、マクロ情報の編集、ファイル名の変更などを行
うと、Excel雛型ファイルが損傷する原因となります。
⁃⁃ 事業所内のインターネット接続環境や、ダウンロード時の状況により、	
ダウンロードしたファイルの一部が損傷する場合があります。

→→ もう一度Excel雛型ファイルをダウンロードしてください。

Excelのマクロ表示が出ない ⁃⁃ Excelのセキュリティレベルを変更してください。（別冊の「作成マニュア
ル」6 ページ）

算定様式で使用量なしの月に「0」と⁃
入力すると、エラー表示となる。

⁃⁃ 算定様式は「０」の入力に対応しておりません。
→→ 0の場合はブランク（何も入力しない）としてください。（全様式共通）

 様式の追加 を実行すると、「メモリ⁃
不足」のメッセージが表示される。

⁃⁃ Excel雛型ファイルをFD・CDなどのメディア上で実行している。
→→ Excel雛型ファイルをデスクトップやマイドキュメントなどのハード
ディスク上にコピーして実行してください。

算定様式を複数枚作成する時は、必要
枚数分ダウンロードする必要はあり
ますか？

算定様式が複数枚必要なときは、Excel雛型ファイルの下にある 算定様式の追加 を
クリックして必要枚数を追加してください。
※�C様式については、1施設について1様式に入力します。	

複数の施設分を算定する場合は、入力されていないC様式のExcel雛型ファ
イルを必要な施設分だけコピーしてから作成してください。

 エクセル保存 を行うと、「変更を保存し
て署名を破棄する(D)」などのメッセー
ジが表示される。

 算定様式の追加 で複数の算定様式を作成していた場合、 エクセル保存 を行う
と左記メッセージが表示されます。

⁃⁃  変更を保存して署名を破棄する(D) をクリックして、保存してください。

Excelを終了できない。 Excel雛型ファイルを閉じる前に、Excel を終了しようとすると、エラーメッ
セージが表示されてExcel を閉じることができません。

⁃⁃  終了 をクリックしてExcel雛型ファイルを閉じてから、Excel を閉じてく
ださい。

「名称等変更届出書」などの、届出書
の様式の入手方法は？

⁃⁃ 本冊子の71ページをご確認ください。

 �FD・CD申告で、ファイルをメディア⁃
に保存する時の、保存する順番は⁃
ありますか？

⁃⁃ 保存する順番はありません。
⁃⁃ ファイルの名称は変更しないでください。

 �インターネットが接続されていな
い事業者が、FD・CD申告に使用す
るExcel雛型ファイルを入手する
方法はありますか？

管轄の商工会議所で持参のメディアにデータをコピーするか、機構の補償
業務部業務課までご連絡ください。

困
っ
た
と
き
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PCの使用上のトラブルなど
オンライン申告システムで下記の画面が表示される場合は、一度ブラウザを閉じて、再ログ

インしてください。

それでも解決しない場合は、ブラウザのインターネット一時ファイルをクリアしてください。

(58 ページ）

Excel雛型ファイルを起動したとき、マクロが有効にならない、あるいはセキュリティ警告

バーが表示されない場合は、マクロのセキュリティを変更してください。

（別冊の「作成マニュアル」4 ～6 ページ）
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⁃⁃
Ｐ
Ｃ
の
使
用
上
の
ト
ラ
ブ
ル
な
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申告用Excel雛型ファイルでは「Excel」を使用してください。その他の表計算ソフト（例：

JUST Calc等）を使用して動作不良が発生した場合、当機構では対処いたしかねますので、そ

の場合は用紙申告に切り替えて申告してください。

ユーザIDやパスワードの表示画面が表示されない。
Microsoft EdgeおよびGoogle Chrome以外のブラウザで接続している場合は、ユーザIDやパスワードの画面は表
示されません。古いバージョンのブラウザを使用している場合は、最新のものにバージョンアップしてください。
（Internet Explorerはマイクロソフトのサポートも切れており、セキュリティの観点からも、Microsoft Edgeを利用
することをマイクロソフトも強く勧めています。）
また、Firefox、Safariなど、推奨ブラウザ以外のものを使用して接続している場合は、最新のInternet Explorerなど、
推奨ブラウザで接続してください。

お使いのソフトウェアのタイトルバーが「Excel」になっているかどうかご確認ください。
その他の表計算ソフト（例：JUST Calc等）を使用している場合、マクロが正常に動作しない、提出（アップロード）でき
ない、といった現象などが確認されています。

ソフトウェアの基本情報を確認するには、「ファイル」から「ヘルプ」、ついで「バージョン情報」をご確認ください。
（※お使いのソフトのバージョンによって、操作手順が異なる可能性があります。）

困
っ
た
と
き
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	PCの使用上のトラブルなど

	ブラウザのインターネット一時ファイルを削除するには

Microsoft	Edgeの場合

1	ブラウザ右上の	…	をクリックし、	設定	をクリックする。

2	「閲覧データのクリア」の	クリアするデータの選択	をクリックする。

3	「閲覧の履歴」をチェックして	クリア	をクリックする。

⁃上記の操作で解決できない場合、「Cookieと保存済みのWebサイトデータ」、「キャッシュされたデータとファイル」
にもチェックを入れ、削除してください。
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⁃⁃
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ブラウザのインターネット一時ファイルを削除するには（続き）

Google Chromeの場合

1	ブラウザ右上の ︙ をクリックし、	 設定(S) をクリックする。

2	 詳細設定 をクリックし、	 閲覧履歴データを消去する をクリックする。

3	期間を 全期間 にして、	全てにチェックを入れてから	
 データ消去 をクリックする。

困
っ
た
と
き
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エラーなどの一覧

左記のメッセージが表示された場合、該当のExcel雛型ファイ
ルには、入力もれがあります。下記の手順にしたがって、入力
もれの箇所を確認し、再度提出（アップロード）してください。

①�提出（アップロード）時にエラーがあったExcel雛型ファ
イルを開く

②� 入力チェック をクリックする

③�案内にしたがって、入力もれの箇所を入力する

④�再度 入力チェック をクリックする

⑤�入力が完了するまで③と④の手順を繰り返す

⑥�エラー画面が表示されなくなったことを確認し、	
 エクセル保存 をクリックし、	
任意の場所にExcel雛型ファイルを保存する

⑦�オンライン申告システムにログインし、保存したExcel雛
型ファイルを再度提出（アップロード）する
⁃⁃ Excel雛型ファイル提出（アップロード）画面からは
Excel雛型ファイル以外のファイルは送信できません。
⁃⁃ Excel雛型ファイル以外の添付書類をアップロードする場合
は、添付ファイル提出（アップロード）で送信してください。

不正ファイル選択エラー画面

左記のメッセージが表示された場合、申告書Excel雛型ファ
イルの名称が変更されています。
申告書は、「２０××申告書_○○○○○○○○.xlsm」とい
う名称でダウンロードされます。この名称を変更してしま
うと、アップロードすることができません。
下記の手順にしたがって、申告書ファイルの名称を修正
し、再度提出（アップロード）してください。

①	�提出（アップロード）した申告書Excel雛型ファイルを
準備する

②	�ファイル名を修正する。ここでは、(仙台工場）を入れた
ことによりエラーとなったので、この文字を削除する

③	�オンライン申告システムにログインし、修正した申告書
Excel雛型ファイルを再度提出（アップロード）する

左記のメッセージが表示された場合、Ａ様式Excel雛型ファ
イルの名称が変更されています。
Ａ様式は、「２０××Ａ様式.xlsm」という名称でダウンロー
ドされます。
この名称を変更してしまうと、アップロードすることがで
きません。
下記の手順にしたがって、Ａ様式ファイルの名称を修正
し、再度提出（アップロード）してください。

①提出（アップロード）したＡ様式Excel雛型ファイルを準
備する

②ファイル名を修正する。ここでは、(仙台工場）を入れた
ことによりエラーとなったので、この文字を削除する

③オンライン申告システムにログインし、修正したＡ様式
Excel雛型ファイルを再度提出（アップロード）する

申告ファイル名変更によるエラー画面
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左記のメッセージが表示された場合、6年以上前のExcel雛
型ファイルを使用しています。申告する年度のExcel雛型
ファイルを使用してください。

年度エラー画面

左記のメッセージが表示された場合、申告書の申告区分が
「10」以外の数字になっています。当初申告の方は「10」に
修正して、再度提出（アップロード）してください。
また、修正申告の方は、申告書類の年度をご確認ください。

当初申告未登録エラー画面

⁃⁃ 申告区分をご確認ください。

困
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算定様式を添付せずに「選択したファイルをアップロー
ド」ボタンを押下すると、左記のメッセージが表示されま
す。
提出（アップロード）の前に、提出資料等を再確認してくだ
さい。
算定様式の作成が必要ない場合は「この内容で申告する」
ボタンを押下して申告を完了してください。
算定様式を作成したが、添付が漏れてしまっていた場合は

「再指定する」ボタンを押下して、算定様式を添付してくだ
さい。

算定様式の作成を失念等していた場合は必要に応じて算
定様式をダウンロードし、作成をしてから改めてアップ
デートをしてください。

申告ファイルアップロード（添付もれワーニング）画面

エラーなどの一覧
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商工会議所一覧
都道府県 商工会議所名
北海道 函館　札幌　旭川　室蘭　釧路　帯広　北見　稚内　紋別　苫小牧

青森 青森　弘前　八戸

岩手 盛岡

宮城 仙台

秋田 秋田

山形 山形　酒田

福島 福島　いわき

茨城 水戸　土浦　日立　下館

栃木 宇都宮　足利

群馬 高崎　前橋

埼玉 川越　川口　熊谷　さいたま　所沢　飯能

千葉 銚子　千葉　船橋　木更津　市川　松戸　柏　市原　野田

東京 東京　八王子　武蔵野　立川

神奈川 横浜　横須賀　川崎　小田原箱根　平塚　藤沢　茅ヶ崎　厚木　秦野　鎌倉　相模原

新潟 新潟　上越　長岡

富山 富山　高岡　射水

石川 金沢　小松

福井 福井　敦賀

山梨 甲府

長野 長野　松本

岐阜 岐阜　大垣　多治見　土岐

静岡 静岡　浜松　沼津　三島　富士　磐田

愛知 名古屋　岡崎　豊橋　半田　一宮　蒲郡　豊川　刈谷　豊田　安城　春日井　稲沢

三重 四日市　津　鈴鹿

滋賀 大津

京都 京都　舞鶴

大阪 大阪　堺　東大阪　泉大津　高槻　岸和田　貝塚　茨木　吹田　八尾　豊中　泉佐野　北大阪　守口門真

兵庫 神戸　姫路　尼崎　明石　西宮　伊丹　高砂　加古川

奈良 奈良

和歌山 和歌山

鳥取 鳥取

島根 松江　浜田

岡山 岡山　倉敷　備前

広島 広島　呉　福山　大竹

山口 下関　宇部　防府　徳山　岩国　小野田

徳島 徳島

香川 高松

愛媛 松山　新居浜

高知 高知

福岡 福岡　久留米　北九州　大牟田

佐賀 佐賀

長崎 長崎　佐世保

熊本 熊本

大分 大分

宮崎 宮崎

鹿児島 鹿児島

沖縄 那覇
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（１）公害健康被害の補償等に関する法律（抜粋）
　（目的）

　第１条　この法律は、事業活動その他の人の活動に伴つて生ずる相当範囲にわたる著しい大気の汚染又は水質の汚
濁（水底の底質が悪化することを含む。以下同じ。）の影響による健康被害に係る損害を填補するための補償並び
に被害者の福祉に必要な事業及び大気の汚染の影響による健康被害を予防するために必要な事業を行うことによ
り、健康被害に係る被害者等の迅速かつ公正な保護及び健康の確保を図ることを目的とする。

　（汚染負荷量賦課金の徴収及び納付義務）

　第５２条　機構は、第４８条の規定による納付金のうち、第４条第１項の認定に係る被認定者及び認定死亡者に関す
る補償給付の支給に要する費用並びに第一種地域に係る指定疾病による被害に関して行う公害保健福祉事業に要
する費用に充てるためのもの、第１３条第２項の規定による支払に要する費用並びに機構が行う事務の処理に要
する費用（以下「補償給付支給費用等」という。）の一部に充てるため、大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）
第２条第２項に規定するばい煙発生施設が設置される工場又は事業場を設置し、又は設置していた事業者で、次に
掲げるもの（以下「ばい煙発生施設等設置者」という。）から、毎年度、汚染負荷量賦課金を徴収する。
一　第一種地域に係る指定疾病に影響を与える大気の汚染の原因である政令で定める物質を排出するばい煙発生

施設が設置され、かつ、最大排出ガス量が政令で定める地域の区分に応じて政令で定める量以上である工場又は
事業場を、各年度（毎年４月１日から翌年３月３１日までをいう。以下この章において同じ。）の初日において設
置している事業者

二　第一種地域の指定がすべて解除された場合にあつては、その解除があつた日（以下「基準日」という。）の前日
の属する年度（以下「基準年度」という。）の初日において前号の政令で定められていた物質（以下「対象物質」と
いう。）を排出するばい煙発生施設が設置され、かつ、最大排出ガス量が基準年度の初日において同号の政令で定
められていた地域の区分に応じて同号の政令で定められていた量以上であつた工場又は事業場を基準年度の初
日において設置していた事業者。ただし、基準日以後も基準日前にされた第４条第１項の認定に係る被認定者及
び認定死亡者（以下「既被認定者」という。）に関する補償給付支給費用等が生ずる場合に限る。

　２　第一種地域の指定がすべて解除された場合において、基準日がその属する年度の初日の翌日以後の日であると
きは、前項第２号に掲げるばい煙発生施設等設置者に対する同項の規定の適用については、同項中「毎年度」とあ
るのは、「基準日の属する年度の翌年度から毎年度」とする。

　３　ばい煙発生施設等設置者は、汚染負荷量賦課金を納付する義務を負う。

　（汚染負荷量賦課金の額）

　第５３条　各ばい煙発生施設等設置者から徴収する汚染負荷量賦課金の額は、次の各号に掲げるばい煙発生施設等
設置者の種別に従い、当該各号に定める額とする。
一　前条第１項第１号のばい煙発生施設等設置者 当該ばい煙発生施設等設置者が排出する同号の政令で定める各物

質ごとの単位排出量当たりの賦課金額に前年度の初日の属する年における年間排出量を乗じて得た額の合計額
二　前条第１項第２号のばい煙発生施設等設置者 次のイ及びロに掲げる額を合算した額

イ　対象物質ごとの単位排出量当たりの賦課金額に基準日前の既被認定者の指定疾病に影響を与えた大気の汚
染の状況その他の事情を勘案して政令で定める年から基準年度の前年度の初日の属する年までの期間（以下

「算定基礎期間」という。）の各年における対象物質の年間排出量を大気の汚染の状況に応じた地域の別その他
の事情を勘案して政令で定めるところにより換算して得た量を累積した量（以下「累積量」という。）を乗じて
得た額の合計額

ロ　基準日以後に排出される対象物質ごとの単位排出量当たりの賦課金額に前年度の初日の属する年における
対象物質の年間排出量を乗じて得た額の合計額

　２　前項の年間排出量の算定の方式は、環境省令で定める。

関連法令集
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　（単位排出量当たりの賦課金額）

　第５４条　前条第１項第１号の単位排出量当たりの賦課金額は、第３条第１項に掲げる補償給付の種類ごとの受給
者見込数及び平均受給金額の見込額その他の事項に基づき算定した補償給付支給費用等に充てるための汚染負荷
量賦課金の総額として当該年度において必要であると見込まれる金額（以下「賦課金見込額」という。）のうち既被
認定者以外の被認定者及び認定死亡者に関する金額とばい煙発生施設等設置者が排出する第５２条第１項第１号
の政令で定める各物質ごとの前年度の初日の属する年における総排出量とを基礎として、当該物質による大気の
汚染の状況に応じた地域の別に従い、政令で定める。

　２　次の各号に掲げる単位排出量当たりの賦課金額は、当該各号に掲げる事項を基礎として政令で定める。ただし、
第２号に掲げる賦課金額は、同号の対象物質による大気の汚染の状況に応じた地域の別に従い定めるものとする。
一　前条第１項第２号イの単位排出量当たりの賦課金額 賦課金見込額のうち既被認定者に関する金額に既被認定

者の指定疾病の状況その他の事情を勘案して政令で定める率を乗じて得た額及びばい煙発生施設等設置者が排
出した算定基礎期間における対象物質ごとの総累積量

二　前条第１項第２号ロの単位排出量当たりの賦課金額 賦課金見込額のうち既被認定者に関する金額に一から前
号の政令で定める率を控除して得た率を乗じて得た額及びばい煙発生施設等設置者が排出する前年度の初日の
属する年における対象物質ごとの総排出量

　（汚染負荷量賦課金の納付等）

　第５５条　ばい煙発生施設等設置者は、各年度ごとに、汚染負荷量賦課金を、環境省令で定める事項を記載した申告
書に添えて、その年度の初日から４５日以内に機構に納付しなければならない。

　２　前項の申告書には、第５２条第１項第１号の政令で定める物質又は基準日以後に排出される対象物質の年間排
出量を証する書類として環境省令で定める書類を添付しなければならない。

　３　機構は、ばい煙発生施設等設置者が第１項に規定する期間内に同項の申告書を提出しないとき、又は同項の申告
書に環境省令で定める事項の記載の誤りがあると認めたときは、汚染負荷量賦課金の額を決定し、これをばい煙発
生施設等設置者に通知する。

　４　前項の規定による通知を受けたばい煙発生施設等設置者は、汚染負荷量賦課金を納付していないときは同項の
規定により機構が決定した汚染負荷量賦課金の全額を、納付した汚染負荷量賦課金の額が同項の規定により機構
が決定した汚染負荷量賦課金の額に足りないときはその不足額を、その通知を受けた日から１５日以内に機構に
納付しなければならない。

　５　ばい煙発生施設等設置者が納付した汚染負荷量賦課金の額が、第３項の規定により機構が決定した汚染負荷量賦
課金の額をこえる場合には、機構は、そのこえる額について、未納の汚染負荷量賦課金その他この節の規定による徴
収金があるときはこれに充当し、なお残余があれば還付し、未納の徴収金がないときはこれを還付しなければなら
ない。

　（汚染負荷量賦課金の延納）

　第５６条　機構は、ばい煙発生施設等設置者の申請に基づき、その者の納付すべき汚染負荷量賦課金を延納させるこ
とができる。

　（督促及び滞納処分）

　第５７条　汚染負荷量賦課金その他この節の規定による徴収金を納付しない者があるときは、機構は、期限を指定し
て督促しなければならない。

　２　前項の規定により督促するときは、機構は、納付義務者に対して督促状を発する。
　３　前項の督促状により指定する第１項の期限は、督促状を発する日から起算して１０日以上経過した日でなけれ

ばならない。
　４　機構は、第１項の規定による督促を受けた者がその指定の期限までに汚染負荷量賦課金その他この節の規定に

よる徴収金を完納しないときは、納付義務者の住所地又はその財産の所在地の市町村（特別区を含む。以下この条
において同じ。）に対して、その徴収を請求することができる。

　５　市町村は、前項の規定による徴収の請求を受けたときは、地方税の滞納処分の例により、滞納処分をすることがで
きる。この場合においては、機構は、徴収金額の百分の四に相当する金額を当該市町村に交付しなければならない。

　６　市町村が第四項の規定による徴収の請求を受けた日から３０日以内に滞納処分に着手せず、又は９０日以内にこ
れを結了しないときは、機構は、環境大臣の認可を受けて、国税滞納処分の例により、滞納処分をすることができる。
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　（延滞金）

　第５８条　前条第１項の規定により汚染負荷量賦課金の納付を督促したときは、機構は、その督促に係る汚染負荷量
賦課金の額につき年１４．５パーセントの割合で、納付期限の翌日からその完納又は財産差押えの日の前日までの
日数により計算した延滞金を徴収する。ただし、督促に係る汚染負荷量賦課金の額が千円未満であるときは、この
限りでない。

　２　前項の場合において、汚染負荷量賦課金の額の一部につき納付があつたときは、その納付の日以降の期間に係る延滞
金の額の計算の基礎となる汚染負荷量賦課金の額は、その納付のあつた汚染負荷量賦課金の額を控除した額とする。

　３　延滞金の計算において、前２項の汚染負荷量賦課金の額に千円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。
　４　前３項の規定によつて計算した延滞金の額に百円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。
　５　延滞金は、次の各号の一に該当する場合には、徴収しない。ただし、第４号の場合には、その執行を停止し、又は

猶予した期間に対応する部分の金額に限る。
一　督促状に指定した期限までに汚染負荷量賦課金を完納したとき。
二　納付義務者の住所又は居所がわからないため、公示送達の方法によつて督促したとき。
三　延滞金の額が百円未満であるとき。
四　汚染負荷量賦課金について滞納処分の執行を停止し、又は猶予したとき。
五　汚染負荷量賦課金を納付しないことについてやむを得ない理由があると認められるとき。

　（先取特権の順位）

　第５９条　汚染負荷量賦課金その他この節の規定による徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものと
する。

　（徴収金の徴収手続）

　第６０条　汚染負荷量賦課金その他この節の規定による徴収金は、この節に別段の定めがある場合を除き、国税徴収
の例により徴収する。

　（資料の提出）

　第６０条の２　機構は、汚染負荷量賦課金の徴収に関し必要があると認めるときは、ばい煙発生施設等設置者に対
し、文書その他の物件の提出を求めることができる。

　（環境省令への委任）

　第６１条　この節に定めるもののほか、汚染負荷量賦課金その他この節の規定による徴収金に関し必要な事項は、環
境省令で定める。

　（ばい煙発生施設等設置者等に対する報告の徴収等）

　第１４１条　環境大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、ばい煙
発生施設等設置者又は特定施設等設置者に対し、その業務に関し報告を求め、又はその職員に、ばい煙発生施設等
設置者若しくは特定施設等設置者の工場若しくは事業場に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させることが
できる。

　２　第１３９条第２項の規定は前項の規定による検査について、同条第３項の規定は前項の規定による権限につい
て準用する。

　（罰則）

　第１４６条　次の各号の一に該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。
一　第６０条の２（第６６条において準用する場合を含む。)の規定により文書その他の物件の提出を求められて、

これに従わず、又は虚偽の記載をした文書を提出した者
二　第１３６条の規定により報告又は文書その他の物件の提出を求められて、これに従わず、又は虚偽の報告を

し、若しくは虚偽の記載をした文書を提出した者
三　第１４０条第１項の規定により報告若しくは診療録、帳簿書類その他の物件の提示を求められて、これに従わ

ず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者
　第１４７条�　第１４１条第１項の規定により報告を求められて、これに従わず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項

の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、10万円以下の罰金に処する。

関連法令集
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（２）旧公害健康被害補償法施行令（抜粋）
　（汚染負荷量賦課金の賦課対象物質）

　第２８条　法第５２条第１項の政令で定める物質は、硫黄酸化物とする。

　（最大排出ガス量）

　第２９条　法第５２条第１項の最大排出ガス量（同項に規定するばい煙発生施設において発生し、大気中に排出され
る気体の一時間当りの量を、温度が零度で圧力が一気圧の状態に換算したものの最大値の合計をいう。）につき政
令で定める量は、別表第三の第二欄に上げる地域の区分に応ずる同表第三欄に掲げる量とする。

　（単位排出量当りの賦課金額）

　第３０条　法第５４条の政令で定める単位排出量当たりの賦課金額は、温度が零度で圧力が一気圧の状態に換算し
た硫黄酸化物一立方メートルにつき、別表第三の第二欄に掲げる地域の区分に応ずる同表の第四欄に掲げる金額
とする。

別表第三（第２９条、第３０条関係）

１ 別表第一の二十八の項から三十一の項まで及び三十二の項に揚げる地域 ５，０００㎥ 省略
２ 別表第一の二の項から二十二の項までに揚げる地域 ５，０００㎥ 省略
３ 別表第一の一の項、二十四の項、二十五の項及び三十一の二の項に揚げる地域 ５，０００㎥ 省略

４ 別表第一の二十三の項、二十六の項、二十七の項及び三十三の項から三十七の
項に揚げる地域 ５，０００㎥ 省略

５ 別表第一に揚げる地域以外の地域 １０，０００㎥ 省略

（指定地域解除 昭和６３年３月１日）

（３）公害健康被害の補償等に関する法律施行令（抜粋）
　（政令で定める年）

　第３１条　法第５３条第１項第２号イの政令で定める年は、法第５２条第１項第２号に規定する基準年度の前年度
の初日の属する年（別表第四において「基準年」という。）の４年前の年とする。

　（年間排出量の換算の方法）

　第３２条　法第５３条第１項第２号イの規定による法第５２条第１項第２号に規定する対象物質（以下「対象物質」
という。）の年間排出量の換算は、法第５３条第１項第２号イに規定する算定基礎期間の各年における対象物質の
年間排出量に別表第四の第二欄に掲げる地域の区分に従い、それぞれ、各年ごとに定める数を乗ずることにより行
うものとする。
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（４）公害健康被害の補償等に関する法律施行規程（抜粋）
　（年間排出量の算定の方式)

　第３条　法第５３条第２項の環境省令で定める同条第１項の年間排出量の算定の方式は、次の各号に掲げる区分に
応じて当該各号に定める算式により得た値の硫黄酸化物の量（温度が零度で圧力が一気圧の状態に換算した立方
メートルをいう。以下この条において同じ。）を合計するものとする。ただし、これとは別の方式により年間排出量
が算定できるときは、この限りでない。
一　使用する原材料又は燃料が液体又は固体の場合にあつては、それぞれ、使用する原材料又は燃料の別に応じて

次のいずれかの算式により算出するものとする。
イ　原材料又は燃料の前年における使用量（単位　リットル）×原材料又は燃料の密度（単位　グラム毎立方セ

ンチメートル）×原材料又は燃料中の硫黄分の成分割合（単位　重量比）×（22.4／32）
ロ　原材料又は燃料の前年における使用量（単位　キログラム）×原材料又は燃料中の硫黄分の成分割合（単位　

重量比）×（22.4／32）
二　使用する原材料又は燃料が気体の場合にあつては、それぞれ、使用する原材料又は燃料の別に応じて次の算式

により算出するものとする。原材料又は燃料の前年における使用量（単位　温度が零度で圧力が一気圧の状態に
換算した立方メートル）×原材料又は燃料中の硫黄分の成分割合（単位　容量比）

　２　前項の場合において、脱硫（原材料中又は製品等中に吸収されること及び原材料中又は灰分中に残留することを
含む。第６条第１項第６号において同じ。）により除去される硫黄酸化物の量は控除して算定するものとする。

　（納付の方法）

　第５条　汚染負荷量賦課金は、これを工場又は事業場を単位として納付するものとする。ただし、納付義務者（法第
５２条第３項の規定により汚染負荷量賦課金を納付する義務を負うばい煙発生施設等設置者をいう。次条第２項、
第７条、第８条及び第９条第２項において同じ。）が、これによらない旨をあらかじめ機構に届け出たときは、これ
とは別の方法により納付することができる。

　（添付書類）

　第６条　法第５５条第２項の環境省令で定める書類は、次のとおりとする。
一　第３条第１項本文の年間排出量の算定の方式による算定の過程を示す書類
二　第３条第１項ただし書の年間排出量の算定の方式により算定する納付義務者にあつては、その算定の過程を

示す書類及びその算定の基礎となつた数値の根拠を明らかにすることができる書類
三　前年度の初日の属する年における原材料又は燃料の使用量を明らかにすることができる書類
四　原材料又は燃料中の硫黄分の成分割合を明らかにすることができる書類
五　原材料又は燃料の密度を明らかにすることができる書類
六　脱硫により除去される硫黄酸化物がある場合にあつては、脱硫の程度及びその根拠を明らかにすることがで

きる書類

　（フレキシブルディスクによる手続）

　第６条の２　法第５５条第２項の規定に基づく同条第１項の申告書への前条の書類の添付については、第４条第１
項各号に定める事項及び当該書類の作成に必要となる事項を記録したフレキシブルディスクを添付することによ
り、行うことができる。

　（フレキシブルディスクの構造）

　第６条の３　前条のフレキシブルディスクは、次の各号のいずれかに該当するものでなければならない。
一　日本工業規格X６２２１に適合する９０ミリメートルフレキシブルディスクカートリッジ
二　日本工業規格X６２２３に適合する９０ミリメートルフレキシブルディスクカートリッジ

　（フレキシブルディスクの記録方式）

　第６条の４　第６条の２の規定によるフレキシブルディスクへの記録は、次に掲げる方式に従つてしなければなら
ない。
一　トラックフォーマットについては、前条第１号のフレキシブルディスクに記録する場合にあつては日本工業

規格X６２２２、同条第２号のフレキシブルディスクに記録する場合にあつては日本工業規格X６２２４又はX
６２２５

二　ボリューム及びファイル構成については、日本工業規格X０６０５
三　文字の符号化表現については、日本工業規格X０２０８附属書一

　２　第６条の２の規定によるフレキシブルディスクへの記録は、日本工業規格X０２０１及びX０２０８による図形
文字並びに日本工業規格X０２１１による制御文字のうち「復帰」及び「改行」を用いてしなければならない。

関連法令集
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　（フレキシブルディスクにはり付ける書面）

　第６条の５　第６条の２のフレキシブルディスクには、日本工業規格X６２２１又はX６２２３によるラベル領域に、
次に掲げる事項を記載した書面をはり付けなければならない。
一　汚染負荷量賦課金の納付義務者の氏名又は名称及び汚染負荷量賦課金申告書（様式第一号）中の汚染負荷量賦

課金番号
二　法第５５条第１項の申告書の提出年月日

　（書類の保存義務）

　第１９条　ばい煙発生施設等設置者若しくは特定施設等設置者又はばい煙発生施設等設置者若しくは特定施設等設
置者であつた者は、法又はこの省令による書類を、その完結の日から５年間保存しなければならない。

　（代理人選任の届出）

　第２０条　ばい煙発生施設等設置者又は特定施設等設置者は、法の規定に基づいてばい煙発生施設等設置者又は特
定施設等設置者がしなければならない事項につき、代理人をして処理させようとするときは、あらかじめ、文書で
その旨を機構に届け出なければならない。

　（電子情報処理組織による申告等）

　第２２条　行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第３条第１項の規
定に基づき、電子情報処理組織を使用した法第５５条第１項の規定による申告書の提出、法第５６条の規定による
延納の申請、第５条ただし書の規定による別の方法による納付の届出及び第２０条の規定による代理人選任の届
出（以下「電子申告等」という。）を行おうとする者は、あらかじめ、電子申告等を行う者の氏名その他必要な事項を
文書で機構に届け出なければならない。

　２　機構は、前項の規定による届出を受けたときは、識別番号及び暗証番号を付し、これらの番号を電子申告等を行
う者として届け出られた者に通知するものとする。

　３　電子申告等を行う者は、機構の使用に係る電子計算機に備えられたファイルから入手可能な様式に記録すべき
事項（次項において「電子申告等記録事項」という。）その他必要な事項を、電子申告等を行う者の使用に係る電子
計算機であつて次に掲げる技術的基準に適合するものから入力して、電子申告等を行わなければならない。
一　機構の使用に係る電子計算機に備えられたファイルから入手した様式に入力できる機能
二　機構の使用に係る電子計算機と通信できる機能

　４　前項の規定により電子情報処理組織を使用した法第５５条第１項の規定による申告書の提出を行う者は、第６
条の２の規定にかかわらず、第６条各号に掲げる書類に記載すべき事項を電子申告等記録事項と併せて入力し、こ
れを送信しなければならない。
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⁃⁃ Microsoft、Windows、Excel、Word、Microsoft Edgeまたはその他のマイクロソフト製品の名称および製品名は、 米国
Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標または商標です。
⁃⁃「Adobe」、「Adobe Reader」は、Adobe Systems Incorporated（アドビ システムズ社）の米国ならびに他の国における
商標または登録商標です。
⁃⁃ Google Chromeは、Google LLCの商標です。
⁃⁃ その他名称については、各社の登録商標または商標です。
⁃⁃ 会社名、製品名の固有名詞は各社の商号、商標または登録商標です。
⁃⁃ 本手引きに記載されている会社名、システム名、製品名などには必ずしも商標表示（TM ・Ⓡ）を付記しておりません。

他社商標について
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各書類の入手のしかた
書類 入手方法

公害健康被害補償・予防の手引 独立行政法人環境再生保全機構のサイトにある賦課金ホームページ※ 1

からダウンロードしてください。

申告書

管轄の商工会議所から送付されます。
オンライン申告システム※ 2 からダウンロードしてください。（22 、
23 ページ）
賦課金ホームページ※ 1 または管轄の商工会議所から入手してくださ
い。

各算定様式・添付書類

管轄の商工会議所から送付されます。
オンライン申告システム※ 2 からダウンロードしてください。（22、
23 ページ）
賦課金ホームページ※ 1 または管轄の商工会議所から入手してくださ
い。

代理人選任・解任届出書
⁃⁃ 賦課金特設サイト※3の各種届出書フォームから入力してください。
⁃⁃ 賦課金ホームページ※1からダウンロードしてください。
⁃⁃ このマニュアルの73ページをコピーしてください。

電子申告等届出書
⁃⁃ 賦課金特設サイト※3の各種届出書フォームから入力してください。
⁃⁃ 賦課金ホームページ※1からダウンロードしてください。
⁃⁃ このマニュアルの75ページをコピーしてください。

名称等変更届出書

⁃⁃ 賦課金特設サイト※3の各種届出書フォームから入力してください。
⁃⁃ 賦課金ホームページ※1からダウンロードしてください。
⁃⁃ このマニュアルの77ページをコピーしてください。
⁃⁃ オンライン申告システム※2にログインし、「名称等変更届出書」を作成し、
変更することができます。（34 ～37 ページ）
⁃⁃ 賦課金特設サイト※3の各種届出書フォームから入力してください。
⁃⁃ 賦課金ホームページ※1からダウンロードしてください。

汚染負荷量賦課金納付書 管轄の商工会議所から送付されます。
第 2 期目以降の納付書は機構からお送りします。

※1　賦課金ホームページ(https://www.erca.go.jp/fukakin/)
※2　オンライン申告システム(https://shinkoku.erca.go.jp)
※3　賦課金特設サイト　各種届出書フォーム(https://www.erca.go.jp/fukakin/tokusetsu/)
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代理人選任・解任届出書
⁃⁃ 以下のいずれかの方法で提出してください。

　・賦課金特設サイトの各種届出書フォームへの入力（7ページ）
　・�賦課金ホームページからダウンロード、もしくは「代理人選任･解任届出書」（73ページ）をコピーし、作成後、管轄

の商工会議所 または 機構の補償業務部調査管理課に持参または郵送。
⁃⁃ 押印の廃止に伴い、代理人を選任せずに申告書の代表者印の押印省略が可能となりました。そのため、代理人欄につ
いては空欄とし、代表者名により申告いただくことを推奨しています。

代理人選任・解任届出書記載例

(様式第1号)（第2条関係） 

 

  ばい煙発生施設設置者

特 定 施 設 等 設 置 者
代理人選任・解任届出書 

 

賦 課 金 番 号 
  

       

ばい煙発生施設

又は特定施設を

設置し、又は設

置していた工

場・事業場 

(名称) 
(所在地) 

 

 

電話       

選 任 

 

代理人 

氏 名 

  

施設等設置者との関係   

住 所 

  

選任した日    年  月  日 

解任代理人氏名 

  

解任した日    年  月  日 

代理人が行うべ

き事項の範囲 

公害健康被害の補償等に関する法律の規定に基づいてばい煙発生施設

設置者又は特定施設等設置者がしなければならない事項 

 

   年  月  日 

 

  公害健康被害の補償等に関する法律施行規程第20条の規定により、上記のとおり届け

出ます。 

 

届出者 
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあってはその代表者の氏名
  

 

印 

 

 

 

  独立行政法人環境再生保全機構理事長 殿 

 

 (注)「解任代理人氏名」及び「解任した日」欄は、以前に代理人を選任していない場合

は、記入する必要はありません。 

20XX

20XX

神奈川県川崎市幸区大宮町１-３-１０
青空工業株式会社
代表取締役　青空　一郎

宮城県仙台市宮城野区港 1-2-3

宮城県仙台市
宮城野区港 1-2-3

大森　一夫

鎌田　浩二

工場長

仙台工場

4 1

3 31

20XX 4 1

0 3 3 0 9 0 1 2

022-562-8181

申告書に入力する対象工場・事業場の情報
を入力してください。

代理人に選任する者の情報を入力してください。
⁃⁃氏　　　名：代理人の氏名
⁃⁃施設等設置者との関係：代理人の役職名
⁃⁃住　　　所：代理人の勤務先の住所
⁃⁃選任した日：代理人を選任した年月日

代理人を解任する場合、被解任者の氏名と解任日を入力してください。

申告書に入力する賦課金番号を
入力してください。

法人名・住所・
代表者の氏名
を入力してく
ださい。
（代理人不可）

届出年月日を
入力してくだ
さい。

(様式第1号)（第2条関係） 

 

  ばい煙発生施設設置者

特 定 施 設 等 設 置 者
代理人選任・解任届出書 

 

賦 課 金 番 号 
  

       

ばい煙発生施設

又は特定施設を

設置し、又は設

置していた工

場・事業場 

(名称) 
(所在地) 

 

 

電話       

選 任 

 

代理人 

氏 名 

  

施設等設置者との関係   

住 所 

  

選任した日 平成  年  月  日 

平成  年  月  日 解任代理人氏名 

  

解任した日 

代理人が行うべ

き事項の範囲 

公害健康被害の補償等に関する法律の規定に基づいてばい煙発生施設

設置者又は特定施設等設置者がしなければならない事項 

 

平成   年  月  日 

 

  公害健康被害の補償等に関する法律施行規程第20条の規定により、上記のとおり届け

出ます。 

 

届出者 
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあってはその代表者の氏名
  

 

印 

 

 

 

  独立行政法人環境再生保全機構理事長 殿 

 

 (注)「解任代理人氏名」及び「解任した日」欄は、以前に代理人を選任していない場合

は、記入する必要はありません。 



代理人選任・解任届出書原紙

(様式第1号)（第2条関係） 

 

  ばい煙発生施設設置者

特 定 施 設 等 設 置 者
代理人選任・解任届出書 

 

賦 課 金 番 号 
  

       

ばい煙発生施設

又は特定施設を

設置し、又は設

置していた工

場・事業場 

(名称) 
(所在地) 

 

 

電話       

選 任 

 

代理人 

氏 名 

  

施設等設置者との関係   

住 所 

  

選任した日 平成  年  月  日 

平成  年  月  日 解任代理人氏名 

  

解任した日 

代理人が行うべ

き事項の範囲 

公害健康被害の補償等に関する法律の規定に基づいてばい煙発生施設

設置者又は特定施設等設置者がしなければならない事項 

 

平成   年  月  日 

 

  公害健康被害の補償等に関する法律施行規程第20条の規定により、上記のとおり届け

出ます。 

 

届出者 
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあってはその代表者の氏名
  

 

印 

 

 

 

  独立行政法人環境再生保全機構理事長 殿 

 

 (注)「解任代理人氏名」及び「解任した日」欄は、以前に代理人を選任していない場合

は、記入する必要はありません。 
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⁃⁃ 以下のいずれかの方法で提出してください。
　・賦課金特設サイトの各種届出書フォームへの入力（７ページ）
　・�賦課金ホームページからダウンロード、もしくは「電子申告等届出書」（75ページ）をコピーし、作成後、管轄の商工

会議所または機構の補償業務部業務課に郵送。

電子申告等届出書記載例

     

年  月  日 

 

 

電子申告等届出書 

 

 

独立行政法人 環境再生保全機構 理事長 殿 

 公害健康被害の補償等に関する法律施行規程第 22条第 1項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

 

 

※本届出書は郵送、電子メール（h-gyoumu@erca.go.jp）、またはＦＡＸ（044-520-2133）にてご提出ください。 

賦 課 金 番 号   

納 付 義 務 者 

名 称 
   

対 象 工 場 ・ 事 業 場 

名 称 
   

対 象 工 場 ・ 事 業 場 

所 在 地 
   

電子申告等を

行 う 者 
氏 名    

 

 

 

識

別

コ

ー

ド

送

付

先

情

報

等 

郵 便 番 号   電 話 番 号   

所 在 地   

法 人 名   

事 業 場 名   

担 当 部 課   

担 当 者 名   

送 付 方 法 

ど ち ら か の □ に 

チ ェ ッ ク ( ☑ ) を 

し て く だ さ い 

☐ メール(下記にメールアドレスを必ず入力してください) ☐ 郵送(ＣＤ) 

メールアドレス   

03309012

20XX 4 1

983-0001

m-taiki@xxxxx.xx.xx

022-562-8181

青空工業株式会社

仙台工場

宮城県仙台市青葉区青葉１丁目２番３号

大森　一夫

宮城県仙台市青葉区青葉１丁目２番３号

青空工業株式会社

仙台工場

環境課

大気　守

電子申告等届出書

届出年月日を入力してください。

申告書に入力する賦課金番号を入力して
ください。

申告書に入力する納付義務者（ばい煙発
生装置等設置者）を入力してください。

申告書に入力する対象工場・事業場の情
報を入力してください。

オンライン申告の際に必要となる認証情
報の送付先を入力してください。

「電子申告等を行う者」の情報を入力して
ください。
⁃⁃氏　名：「電子申告等を行う者」の氏名

✓

✓

新規または再発行のどちらかにチェック（☑）をしてください。
⁃⁃新　規：�初めてオンライン申告をする場合または組織形態の変更により賦課金番号が変更になった場合は【新規】

を選択してください。
⁃⁃再発行：認証用ファイル（K2Hファイル）を紛失・破損等した場合は【再発行】を選択してください。



     

年  月  日 

 

 

電子申告等届出書 

 

 

独立行政法人 環境再生保全機構 理事長 殿 

 公害健康被害の補償等に関する法律施行規程第 22条第 1項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

 

 

※本届出書は郵送、電子メール（h-gyoumu@erca.go.jp）、またはＦＡＸ（044-520-2133）にてご提出ください。 

賦 課 金 番 号   

納 付 義 務 者 

名 称 
   

対 象 工 場 ・ 事 業 場 

名 称 
   

対 象 工 場 ・ 事 業 場 

所 在 地 
   

電子申告等を

行 う 者 
氏 名    

 

 

 

識

別

コ

ー

ド

送

付

先

情

報

等 

郵 便 番 号   電 話 番 号   

所 在 地   

法 人 名   

事 業 場 名   

担 当 部 課   

担 当 者 名   

送 付 方 法 

ど ち ら か の □ に 

チ ェ ッ ク ( ☑ ) を 

し て く だ さ い 

☐ メール(下記にメールアドレスを必ず入力してください) ☐ 郵送(ＣＤ) 

メールアドレス   
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名称等変更届出書
⁃⁃ 以下のいずれかの方法で提出してください。

　・オンライン申告システムにログインし、「名称等変更届出書」へ入力(34～37ページ)
　・賦課金特設サイトの各種届出書フォームへの入力(7ページ)
　・�賦課金ホームページからダウンロード、もしくは「名称等変更届出書」(77ページ)をコピーし、作成後、管轄の商工

会議所 または 機構の補償業務部調査管理課に郵送。

名称等変更届出書記載例（用紙申告、FD・CD申告の場合）

□ 

(様式第2号)（第2条関係） 

名 称 等 変 更 届 出 書 

　　  年  月  日 

  独立行政法人環境再生保全機構理事長 殿 

届出者   
氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては

その代表者又は選任代理人 
 

氏名又は名称                     

住所                          

代表者又は選任代理人                印 

  次のとおり変更があったので、届け出ます。 

賦 課 金 番 号                 変 更 年 月 日    年   月   日 

変更理由 

(該当するところにレ

を付けて下さい。) 

□商号変更     □営業譲渡    □本社の住所変更  □工場等の閉鎖・廃止 

□工場等名の変更  □施設の賃貸借  □清算結了     

□工場等の移転・閉鎖・廃止に伴う申告書等の送付先変更  □合併  □会社分割  □工場等の移転  

□市町村の合併に伴う住居表示等の変更  □その他(                      ) 

 後更変 前更変 目項

     ナガリフ

名 称 

(法人名等) 
    

     ナガリフ

住 所 

(本店等所在地) 

 〒 〒

 ※1 

代表者氏名 

    

     ナガリフ

名 称 

(申告対象工場

等名称) 

    

     ナガリフ

住 所 

(申告対象工場

等所在地) 

 〒 〒

     ナガリフ 2※

名 称 

(法人名部課等) 
    

     ナガリフ

住 所 
 〒 〒

   号番話電  課部属所   名氏者当担絡連

 ※1 代表者のみの変更の場合、届出する必要はありません。 

 ※2 送付先欄には工場・事業場の移転、閉鎖等により今後申告書の送付先を変更する場合に記載してください。 

 注1 記載にあたっては、変更箇所のみ記入してください。 

 注2 工場・事業場の合併、分割、譲渡等があった場合は、新しい認証情報が必要となりますので再度「電子申告等届出書」の提出

が必要となります。なお、旧認証情報は無効となります。 

1 2 3 4 5 6 7 8 20XX 4 11

20XX 4 22

関東青空株式会社

神奈川県川崎市幸区大宮町 1310

代表取締役　山田　勝重

カントウコウギョウカブシキガイシャ カントウアオゾラカブシキガイシャ

トウキョウトミナトクロッポンギ カナガワケンカワサキシサイワイクオオミヤチョウ

アサカコウジョウ

関東青空株式会社

（廃止）

関東工業株式会社

朝霞工場

東京都港区六本木 4-1-4
106-0032

サイタマケンアサカシホンチョウ

埼玉県朝霞市本町 150-254

森口　学 環境安全課 044-520-9549

106-0032

神奈川県川崎市幸区大宮町 1310

212-8554

カントウアオゾラカブシキガイシャ ソウムブソウムカ

カナガワケンカワサキシサイワイクオオミヤチョウ

関東青空株式会社  総務部総務課

神奈川県川崎市幸区大宮町 1310
212-8554

法人名・住所・代表者または選任代理人の氏名を入力してください。

申告書に入力する賦課金番号を
入力してください。

届出年月日を入力してください。

変更年月日を
入力してくだ
さい。

該当する変更
理由を選択し
てください。

変更箇所のみ入力してください。 担当者名・所属部署・連絡先を入力してください。

□ 

(様式第2号)（第2条関係） 

名 称 等 変 更 届 出 書 

平成  年  月  日 

  独立行政法人環境再生保全機構理事長 殿 

届出者   
氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては

その代表者又は選任代理人 
 

氏名又は名称                     

住所                          

代表者又は選任代理人                印 

  次のとおり変更があったので、届け出ます。 

賦 課 金 番 号                 変 更 年 月 日    年   月   日 

変更理由 

(該当するところにレ

を付けて下さい。) 

□商号変更     □営業譲渡    □本社の住所変更  □工場等の閉鎖・廃止 

□工場等名の変更  □施設の賃貸借  □清算結了     

□工場等の移転・閉鎖・廃止に伴う申告書等の送付先変更  □合併  □会社分割  □工場等の移転  

□市町村の合併に伴う住居表示等の変更  □その他(                      ) 

項 目 変 更 前 変 更 後 

(

ば
い
煙
発
生
施
設
等
設
置
者) 

①
納
付
義
務
者 

フ リ ガ ナ     

名 称 

(法人名等) 
    

フ リ ガ ナ     

住 所 

(本店等所在地) 

〒 〒 

 ※1 

代表者氏名 

    

②
申
告
対
象
工
場
・
事
業
場

フ リ ガ ナ     

名 称 

(申告対象工場

等名称) 

    

フ リ ガ ナ     

住 所 

(申告対象工場

等所在地) 

〒 〒 

※2 フ リ ガ ナ     

(

申
告
書
等) 

③
送
付
先 

名 称 

(法人名部課等) 
    

フ リ ガ ナ     

住 所 
〒 〒 

連絡担当者氏名   所属部課   電話番号   

 ※1 代表者のみの変更の場合、届出する必要はありません。 

 ※2 送付先欄には工場・事業場の移転、閉鎖等により今後申告書の送付先を変更する場合に記載してください。 

 注1 記載にあたっては、変更箇所のみ記入してください。 

 注2 工場・事業場の合併、分割、譲渡等があった場合は、新しい認証情報が必要となりますので再度「電子申告等届出書」の提出

が必要となります。なお、旧認証情報は無効となります。 

事業譲渡



□ 

(様式第2号)（第2条関係） 

名 称 等 変 更 届 出 書 

平成  年  月  日 

  独立行政法人環境再生保全機構理事長 殿 

届出者   
氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては

その代表者又は選任代理人 
 

氏名又は名称                     

住所                          

代表者又は選任代理人                印 

  次のとおり変更があったので、届け出ます。 

賦 課 金 番 号                 変 更 年 月 日    年   月   日 

変更理由 

(該当するところにレ

を付けて下さい。) 

□商号変更     □営業譲渡    □本社の住所変更  □工場等の閉鎖・廃止 

□工場等名の変更  □施設の賃貸借  □清算結了     

□工場等の移転・閉鎖・廃止に伴う申告書等の送付先変更  □合併  □会社分割  □工場等の移転  

□市町村の合併に伴う住居表示等の変更  □その他(                      ) 

項 目 変 更 前 変 更 後 

(

ば
い
煙
発
生
施
設
等
設
置
者) 

①
納
付
義
務
者 

フ リ ガ ナ     

名 称 

(法人名等) 
    

フ リ ガ ナ     

住 所 

(本店等所在地) 

〒 〒 

 ※1 

代表者氏名 

    

②
申
告
対
象
工
場
・
事
業
場

フ リ ガ ナ     

名 称 

(申告対象工場

等名称) 

    

フ リ ガ ナ     

住 所 

(申告対象工場

等所在地) 

〒 〒 

※2 フ リ ガ ナ     

(

申
告
書
等) 

③
送
付
先 

名 称 

(法人名部課等) 
    

フ リ ガ ナ     

住 所 
〒 〒 

連絡担当者氏名   所属部課   電話番号   

 ※1 代表者のみの変更の場合、届出する必要はありません。 

 ※2 送付先欄には工場・事業場の移転、閉鎖等により今後申告書の送付先を変更する場合に記載してください。 

 注1 記載にあたっては、変更箇所のみ記入してください。 

 注2 工場・事業場の合併、分割、譲渡等があった場合は、新しい認証情報が必要となりますので再度「電子申告等届出書」の提出

が必要となります。なお、旧認証情報は無効となります。 

名称等変更原紙

事業譲渡
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④

認

証

情

報

送

付

先

名称等変更届出書

オンライン名称等変更届出書記載例（オンライン申告の場合）

機構に現在登録されている情報が表示されます。

0 3 3 0 9 0 1 2
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届出年月日を入力してください。

法人名・住所・代表者または選任代理人の氏名を入力してください。

変更年月日を入力してください。

該当する変更理由を選択してください。

変更箇所のみ入力してください。

担当者名・所属部署・連絡先を入力してください。
	⁃ 所属部署以外は必須項目です。

変更内容を入力し、	確認	をクリックしてください。

2

はじめにお読みください ⁃⁃凡例 	：用 紙 申 告
	：オンライン申告
	：F D・C D 申告

申告・納付の流れ
「汚染負荷量賦課金	申告・納付の手続き」（本書：以下「申告・納付の手続き」）および「汚染負荷量賦課金	申告書類作成マニュアル」
（別冊：以下「作成マニュアル」）をよくお読みになり、下記手順にしたがって、適正に申告納付いただきますようお願いします。

申告の期限：2023年5月15日（月）※期限は毎年5月15日、土曜･日曜にあたる場合は翌月曜日

1 申告書類を用意する
	⁃「申告書類を用意する」（10	ページ）のチャートにしたがって、申告書類またはExcel雛型
ファイルを用意してください。

　申告書類の入手のしかた　
	用 紙 申 告：		管轄の商工会議所から申告書と昨年の申告に使用した算定様式と同じ様式が	

送付されます。不足がある場合は管轄の商工会議所にお問い合わせください。
	オンライン申告：		オンライン申告システムにログインし、ダウンロードしてください。

	⁃ ログインするには、機構から発送される認証情報が必要です。	
認証情報は、「電子申告等届出書」により届け出のあった担当者に対して、
機構から郵送されます。

	F D・C D 申告：	以下のいずれかの方法で入手できます。
	⁃ 環境再生保全機構のサイトからダウンロードしてください。
	⁃ 商工会議所にFD、CD、USBメモリーなど（以下「メディア」といいます。）
を持参し、ファイルを保存します。

初めてオンライン申告するときは
「電子申告等届出書」を提出してください。
●	賦課金特設サイト（https://www.erca.go.jp/fukakin/tokusetsu/）の各種届出書フォームから入力し

てください。（7ページ）
●	賦課金ホームページ（https://www.erca.go.jp/fukakin/）よりダウンロードしてください。（74、75ページ）

法人名・住所に変更がある場合は
「名称等変更届出書」を提出してください。
●⁃賦課金特設サイト（https://www.erca.go.jp/fukakin/tokusetsu/）の各種届出書フォームから入力し

てください。（7ページ）
●⁃オンライン申告システム（https://shinkoku.erca.go.jp）にログインし、作成してください。（34～37、

76～79ページ）本
書
を
ご
覧
く
だ
さ
い

２ 申告書類を作成する
①⁃各種データや基礎資料などを用意する。
②⁃⁃必要に応じて、硫黄酸化物排出量（SOx排出量）の算定のための添付書類を作成する。
③⁃⁃各種データ・添付書類をもとに、所定の算定様式を作成する。
④⁃⁃算定様式をもとに、申告書を作成する。

別
冊
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作
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３ 申告する
⁃⁃申告前に、必要な申告書類・Excel雛型ファイルがそろっているか、確認してください。
	：	申告に必要な書類一式を持参または郵送で、管轄の商工会議所に提出してください。
	：		オンライン申告システムにログインし、作成した全てのExcel雛型ファイルを送信してください。	
送信後は、忘れずに送信記録を印刷し、大切に保管してください。

	：	下記を持参または郵送で、管轄の商工会議所（63	ページ）に提出してください。
	⁃ Excel雛型ファイルを用いて作成し、用紙に出力した申告書
	⁃ 申告書を含む全てのExcel雛型ファイルを保存したメディア

申告後にしていただきたいこと
●提出した申告書類は、大切に保管してください。
	 		 ：各申告書類の控えを保管してください。
	 	 	：申告したExcel雛型ファイルと送信情報を出力し、保管してください。
⁃ ※⁃過去5年分の申告書類作成に使用した原始帳票類も、併せて保管してください。

●汚染負荷量賦課金を、忘れずに納付してください。

４

本
書
を
ご
覧
く
だ
さ
い



◎お問い合わせ
■　チャットボットから
　　賦課金特設サイトの“チャットボット”（5月31日まで）をご利用ください

　　　　　　＜賦課金特設サイトTOPページ＞

■　お問い合わせフォームから
　　チャットボットで解決しない場合等は、

　　賦課金特設サイトの“お問い合わせフォーム”をご利用ください。

■　フリーダイヤルから
　　 0120-135-304（受付：平日9:30～18:00）より

	 	 音声案内に沿って、ご希望の番号を押してください。
	 	 ①番　⇒　「オンライン申告」、「電子申告等届出書」に関すること
　　　　　　　　・オンライン申告の手続き、操作方法等について

	 	 ②番　⇒　申告書類作成に関すること
　　　　　　　　・賦課金の計算方法、各種算定様式、SOx排出量の計算、脱硫効率など
　　　　　　⇒　合併など組織変更に関すること
　　　　　　　　・工場の移転、廃止、合併・分割、譲渡など
　　　　　　⇒　「名称等変更届出書」に関すること

	 	 ③番　⇒　制度一般に関すること
　　　　　　　　・制度、賦課料率、納付義務について
　　　　　　⇒　納付書、ペイジー（電子納付）に関すること
　　　　　　⇒　その他
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■ お問い合わせフォームから

  賦課金特設サイトの“お問い合わせフォーム”をご利用ください。

■ フリーダイヤルから

  
音声案内に沿って、ご希望の番号を押してください。

  ①番 ⇒ 「オンライン申告」、「FD・CD申告」に関すること
       ・ オンライン申告の手続き、操作方法等について
       ・ 「電子申告等届出書」、「識別コード送付先変更連絡票」について

②番 ⇒ 申告書類作成に関すること
       ・ 賦課金の計算方法、各種算定様式、SOX排出量の計算、脱硫効率など

⇒ 法人などの名称・住所の変更等に関すること
       ・  工場の移転、廃止、合併・分割、譲渡など

・ 「名称等変更届出書」、「代理人選任･解任届出書」について

  ③番 ⇒ 制度一般に関すること
・ 制度、賦課料率、納付義務について

ご不明な点などがございましたら、申告･納付期間中は管轄の商工会議所へ
申告･納付期間以降は独立行政法人環境再生保全機構までお問い合わせください。

〒212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町 1310
ミューザ川崎セントラルタワー８F 

フリーダイヤル [マーク]0120-135-304
(受付：平日 9:30～18:00)

FAX 044-520-2133

補償業務部

「賦課金特設サイト」で検索 ⇒お問い合わせフォームより

[マーク] 0120-135-304（受付：平日 9：30～18：00）より

◎お問い合わせ
■ お問い合わせフォームから

  賦課金特設サイトの“お問い合わせフォーム”をご利用ください。

■ フリーダイヤルから

  
音声案内に沿って、ご希望の番号を押してください。

  ①番 ⇒ 「オンライン申告」、「FD・CD申告」に関すること
       ・ オンライン申告の手続き、操作方法等について
       ・ 「電子申告等届出書」、「識別コード送付先変更連絡票」について

②番 ⇒ 申告書類作成に関すること
       ・ 賦課金の計算方法、各種算定様式、SOX排出量の計算、脱硫効率など

⇒ 法人などの名称・住所の変更等に関すること
       ・  工場の移転、廃止、合併・分割、譲渡など

・ 「名称等変更届出書」、「代理人選任･解任届出書」について

  ③番 ⇒ 制度一般に関すること
・ 制度、賦課料率、納付義務について

ご不明な点などがございましたら、申告･納付期間中は管轄の商工会議所へ
申告･納付期間以降は独立行政法人環境再生保全機構までお問い合わせください。

〒212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町 1310
ミューザ川崎セントラルタワー８F 

フリーダイヤル [マーク]0120-135-304
(受付：平日 9:30～18:00)

FAX 044-520-2133

補償業務部

「賦課金特設サイト」で検索 ⇒お問い合わせフォームより

[マーク] 0120-135-304（受付：平日 9：30～18：00）より

◎お問い合わせ

〒 212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町 1310
ミューザ川崎セントラルタワー８Ｆ

フリーダイヤル　  0120-135-304
（受付：平日　9：30～18：00）

Ｆ Ａ Ｘ 044-520-2133

“お問い合わせフォーム”
QRコード

“賦課金特設サイト”
QRコード

各地商工会議所

公害健康被害補償業務ご担当者 殿

独立行政法人 環境再生保全機構

2023 年度 汚染負荷量賦課金申告関係書類の送付について

   平素より公害健康被害補償制度へのご理解とご協力をいただきまして、誠にありがとうございます。

   2023 年度 汚染負荷量賦課金申告関係書類を裏面のとおり送付いたしますので、ご査収いただき

ますようお願いいたします。

   １． 貴所管轄の事業者への配布にあたりましては、機構よりお送りした担当者研修会資料『汚染

負荷量賦課金 徴収関連業務の手引き（p.7）』（本紙裏面参照）に基づき、適切に配布いただき

ますようお願い申し上げます。

特に、個別の事業者情報が記載された書類（⑤～⑦）につきましては、封入の際に誤りのない

よう、十分ご確認いただきますようお願いいたします。

   ２． 2023 年度より賦課金特設サイト（下図参照）にチャットボット（チャット問合せ機能）を開設いた

しました。制度に関するご不明点や、事業者からの問合せに、ぜひご活用ください。

賦課金特設サイト

QRコード

チャットボット

各地商工会議所

公害健康被害補償業務ご担当者 殿

独立行政法人 環境再生保全機構

2023 年度 汚染負荷量賦課金申告関係書類の送付について

   平素より公害健康被害補償制度へのご理解とご協力をいただきまして、誠にありがとうございます。

   2023 年度 汚染負荷量賦課金申告関係書類を裏面のとおり送付いたしますので、ご査収いただき

ますようお願いいたします。

   １． 貴所管轄の事業者への配布にあたりましては、機構よりお送りした担当者研修会資料『汚染

負荷量賦課金 徴収関連業務の手引き（p.7）』（本紙裏面参照）に基づき、適切に配布いただき

ますようお願い申し上げます。

特に、個別の事業者情報が記載された書類（⑤～⑦）につきましては、封入の際に誤りのない

よう、十分ご確認いただきますようお願いいたします。

   ２． 2023 年度より賦課金特設サイト（下図参照）にチャットボット（チャット問合せ機能）を開設いた

しました。制度に関するご不明点や、事業者からの問合せに、ぜひご活用ください。

賦課金特設サイト

QRコード

チャットボット

チャットボット

◎お問い合わせ
■　チャットボットから
　　賦課金特設サイトの“チャットボット”（5月31日まで）をご利用ください

　　　　　　＜賦課金特設サイトTOPページ＞

■　お問い合わせフォームから
　　チャットボットで解決しない場合等は、

　　賦課金特設サイトの“お問い合わせフォーム”をご利用ください。

■　フリーダイヤルから
　　 0120-135-304（受付：平日9:30～18:00）より

	 	 音声案内に沿って、ご希望の番号を押してください。
	 	 ①番　⇒　「オンライン申告」、「電子申告等届出書」に関すること
　　　　　　　　・オンライン申告の手続き、操作方法等について

	 	 ②番　⇒　申告書類作成に関すること
　　　　　　　　・賦課金の計算方法、各種算定様式、SOx排出量の計算、脱硫効率など
　　　　　　⇒　合併など組織変更に関すること
　　　　　　　　・工場の移転、廃止、合併・分割、譲渡など
　　　　　　⇒　「名称等変更届出書」に関すること

	 	 ③番　⇒　制度一般に関すること
　　　　　　　　・制度、賦課料率、納付義務について
　　　　　　⇒　納付書、ペイジー（電子納付）に関すること
　　　　　　⇒　その他
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■ お問い合わせフォームから

  賦課金特設サイトの“お問い合わせフォーム”をご利用ください。

■ フリーダイヤルから

  
音声案内に沿って、ご希望の番号を押してください。

  ①番 ⇒ 「オンライン申告」、「FD・CD申告」に関すること
       ・ オンライン申告の手続き、操作方法等について
       ・ 「電子申告等届出書」、「識別コード送付先変更連絡票」について

②番 ⇒ 申告書類作成に関すること
       ・ 賦課金の計算方法、各種算定様式、SOX排出量の計算、脱硫効率など

⇒ 法人などの名称・住所の変更等に関すること
       ・  工場の移転、廃止、合併・分割、譲渡など

・ 「名称等変更届出書」、「代理人選任･解任届出書」について

  ③番 ⇒ 制度一般に関すること
・ 制度、賦課料率、納付義務について

ご不明な点などがございましたら、申告･納付期間中は管轄の商工会議所へ
申告･納付期間以降は独立行政法人環境再生保全機構までお問い合わせください。

〒212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町 1310
ミューザ川崎セントラルタワー８F 

フリーダイヤル [マーク]0120-135-304
(受付：平日 9:30～18:00)

FAX 044-520-2133

補償業務部

「賦課金特設サイト」で検索 ⇒お問い合わせフォームより

[マーク] 0120-135-304（受付：平日 9：30～18：00）より

◎お問い合わせ
■ お問い合わせフォームから

  賦課金特設サイトの“お問い合わせフォーム”をご利用ください。

■ フリーダイヤルから

  
音声案内に沿って、ご希望の番号を押してください。

  ①番 ⇒ 「オンライン申告」、「FD・CD申告」に関すること
       ・ オンライン申告の手続き、操作方法等について
       ・ 「電子申告等届出書」、「識別コード送付先変更連絡票」について

②番 ⇒ 申告書類作成に関すること
       ・ 賦課金の計算方法、各種算定様式、SOX排出量の計算、脱硫効率など

⇒ 法人などの名称・住所の変更等に関すること
       ・  工場の移転、廃止、合併・分割、譲渡など

・ 「名称等変更届出書」、「代理人選任･解任届出書」について

  ③番 ⇒ 制度一般に関すること
・ 制度、賦課料率、納付義務について

ご不明な点などがございましたら、申告･納付期間中は管轄の商工会議所へ
申告･納付期間以降は独立行政法人環境再生保全機構までお問い合わせください。

〒212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町 1310
ミューザ川崎セントラルタワー８F 

フリーダイヤル [マーク]0120-135-304
(受付：平日 9:30～18:00)

FAX 044-520-2133

補償業務部

「賦課金特設サイト」で検索 ⇒お問い合わせフォームより

[マーク] 0120-135-304（受付：平日 9：30～18：00）より

◎お問い合わせ

〒 212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町 1310
ミューザ川崎セントラルタワー８Ｆ

フリーダイヤル　  0120-135-304
（受付：平日　9：30～18：00）

Ｆ Ａ Ｘ 044-520-2133

“お問い合わせフォーム”
QRコード

“賦課金特設サイト”
QRコード

各地商工会議所

公害健康被害補償業務ご担当者 殿

独立行政法人 環境再生保全機構

2023 年度 汚染負荷量賦課金申告関係書類の送付について

   平素より公害健康被害補償制度へのご理解とご協力をいただきまして、誠にありがとうございます。

   2023 年度 汚染負荷量賦課金申告関係書類を裏面のとおり送付いたしますので、ご査収いただき

ますようお願いいたします。

   １． 貴所管轄の事業者への配布にあたりましては、機構よりお送りした担当者研修会資料『汚染

負荷量賦課金 徴収関連業務の手引き（p.7）』（本紙裏面参照）に基づき、適切に配布いただき

ますようお願い申し上げます。

特に、個別の事業者情報が記載された書類（⑤～⑦）につきましては、封入の際に誤りのない

よう、十分ご確認いただきますようお願いいたします。

   ２． 2023 年度より賦課金特設サイト（下図参照）にチャットボット（チャット問合せ機能）を開設いた

しました。制度に関するご不明点や、事業者からの問合せに、ぜひご活用ください。

賦課金特設サイト

QRコード

チャットボット

各地商工会議所

公害健康被害補償業務ご担当者 殿

独立行政法人 環境再生保全機構

2023 年度 汚染負荷量賦課金申告関係書類の送付について

   平素より公害健康被害補償制度へのご理解とご協力をいただきまして、誠にありがとうございます。

   2023 年度 汚染負荷量賦課金申告関係書類を裏面のとおり送付いたしますので、ご査収いただき

ますようお願いいたします。

   １． 貴所管轄の事業者への配布にあたりましては、機構よりお送りした担当者研修会資料『汚染

負荷量賦課金 徴収関連業務の手引き（p.7）』（本紙裏面参照）に基づき、適切に配布いただき

ますようお願い申し上げます。

特に、個別の事業者情報が記載された書類（⑤～⑦）につきましては、封入の際に誤りのない

よう、十分ご確認いただきますようお願いいたします。

   ２． 2023 年度より賦課金特設サイト（下図参照）にチャットボット（チャット問合せ機能）を開設いた

しました。制度に関するご不明点や、事業者からの問合せに、ぜひご活用ください。

賦課金特設サイト

QRコード

チャットボット

チャットボット
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最新版については
「賦課金	特設サイト」から
ダウンロードしてご確認ください

■ お問い合わせフォームから

  賦課金特設サイトの“お問い合わせフォーム”をご利用ください。

■ フリーダイヤルから

  
音声案内に沿って、ご希望の番号を押してください。

  ①番 ⇒ 「オンライン申告」、「FD・CD申告」に関すること
       ・ オンライン申告の手続き、操作方法等について
       ・ 「電子申告等届出書」、「識別コード送付先変更連絡票」について

②番 ⇒ 申告書類作成に関すること
       ・ 賦課金の計算方法、各種算定様式、SOX排出量の計算、脱硫効率など

⇒ 法人などの名称・住所の変更等に関すること
       ・  工場の移転、廃止、合併・分割、譲渡など

・ 「名称等変更届出書」、「代理人選任･解任届出書」について

  ③番 ⇒ 制度一般に関すること
・ 制度、賦課料率、納付義務について

ご不明な点などがございましたら、申告･納付期間中は管轄の商工会議所へ
申告･納付期間以降は独立行政法人環境再生保全機構までお問い合わせください。

〒212-8554
神奈川県川崎市幸区大宮町 1310
ミューザ川崎セントラルタワー８F 

フリーダイヤル [マーク]0120-135-304
(受付：平日 9:30～18:00)

FAX 044-520-2133

補償業務部

「賦課金特設サイト」で検索 ⇒お問い合わせフォームより

[マーク] 0120-135-304（受付：平日 9：30～18：00）より

◎お問い合わせ
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